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市場公募化等の推進
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○ 地方債の総合的な管理について（通知）（抄）

（別記）

１．地方債の発行について

(1) 市場公募化等の推進

地方分権の推進、財政投融資制度改革等の趣旨を踏まえた公的資金の段階的な縮減・重

点化が進展していることを踏まえ、民間資金を中心とした調達への転換を円滑に進められ

たいこと。

民間資金の調達に当たっては、市場公募化の一層の推進、証券発行方式の活用、満期一

括償還化、発行単位の大型化、発行時期の平準化、発行年限の多様化を図ること等により

流通性の一層の向上や調達手段の多様化に努められたいこと。

なお、都道府県及び政令指定都市を中心に、安定的な資金調達を図るために市場公募地

方債の発行を推進する必要があるが、市場公募地方債の発行は資金調達の透明性の確保等

にも資するものであること。

平成21年4月14日 総財地第115号
総務省自治財政局地方債課長通知
平成26年4月1日総財地第80号により一部改正



全国型市場公募債の償還年限別発行額推移

出所：地方債協会、総務省※外債を除く。
※H29年度（予定）の数値は平成29年4月報道発表資料ベースの数値。
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全国型市場公募地方債発行団体の推移

都道府県 政令指定都市
団体数
(累計)

昭和 27 年度 東京都、大阪府、兵庫県 横浜市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市 8

昭和 48 年度 北海道、神奈川県、静岡県、愛知県、広島県、福岡県 札幌市、川崎市、北九州市、福岡市 18

昭和 50 年度 宮城県、埼玉県、千葉県、京都府 22

昭和 57 年度 広島市 23

平成 元 年度 茨城県、新潟県、長野県 仙台市 27

平成 6 年度 千葉市 28

平成 15 年度 さいたま市 29

平成 16 年度 福島県、群馬県、岐阜県、熊本県 33

平成 17 年度 鹿児島県 静岡市 35

平成 18 年度 島根県、大分県 堺市 38

平成 19 年度 山梨県、岡山県 新潟市、浜松市 42

平成 20 年度 栃木県、徳島県 44

平成 21 年度 福井県、奈良県 岡山市 47

平成 22 年度 三重県 相模原市 49

平成 23 年度 滋賀県、長崎県 51

平成 24 年度 熊本市 52

平成 25 年度 高知県、佐賀県 54

平成 27 年度 秋田県 55
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